住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額措置
	根拠法令等
	地方税法附則第15条の9第1項から第3項まで

地方税法施行令附則第12条第18項から第21項まで

地方税法施行規則附則第7条第6項及び第7項まで
菊川市税条例附則第10条の3第7項

	対象住宅
	昭和57年１月１日以前から所在しており、平成18年１月１日から令和８年３月31日までに耐震改修を行った住宅（賃貸住宅は除く）

	要　件
	下記の両方を満たすもの
1 現行の耐震基準に適合する耐震改修であること
2 耐震改修に係る費用が５０万円以上であること

	減額内容
	その住宅に係る固定資産税の2分の1の額（1戸あたり120㎡までに限る）

	減額期間
	改修が完了した日の属する年度の翌年度分（1月2日～3月31日の間に改修が完了した場合は翌々年度分）の１年間が減額の適用となります。

　　　　　　※当該住宅が「通行障害既存耐震不適格建築物」である場合は２年間

	申告期間
	耐震改修が完了した日から３ヶ月以内

	提出書類
	1 耐震基準適合住宅に係る固定資産税減額申告書
※個人番号（又は法人番号）を記載していただきます。申告書提出時に個人番号と本人の確認が必要となります。個人番号カードや本人確認書類を提示（郵送の場合は写しを同封）してください。

②地方税法施行規則第7条第６項の規定に基づく証明書 又は 住宅性能評価書 ※1
③耐震改修の建築請負契約書（写し） 又は 耐震改修に要した費用の額（50万円以上であること）がわかる明細書（領収書等）


　※1　証明書は、地方公共団体（菊川市は都市計画課）、建築士、指定確認検査機関、確認住宅性能評価機関
　　　 のいずれかに発行を依頼してください。

要件①について
　　現行の耐震基準とは、建築基準法施行令第３章及び第５章の４に規定する基準又は国土交通大臣が総務大臣
と協議して定める地震に対する安全性に係る基準です。
　現行の耐震基準に適合する耐震改修であるか否かの判断に関しては、例えば、耐震改修が行われた結果、
・木造住宅にあっては、（財）日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法による上部構造評点が１．０以上であり、地盤及び基礎が安全であることは精密診断法（時刻歴応答計算による方法を除く。）による上部構造耐力の評点が１．０以上であり、地盤及び基礎が安全であることが
確認されれば、現行の耐震基準に適合する耐震改修が行われたものとして差し支えありません。

※要件を満たしているかの判断は、証明書を発行する主体に依頼してください。
